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箕面市立介護老人保健施設 介護保健施設サービス運営規程 

 

（目 的） 

第１条 この規程は、箕面市立介護老人保健施設が行う介護保健施設サービス（以下

「施設サービス」という。）の運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

２ 施設サービスは、介護保険法（平成９年法律第１２３号、以下「法」という。）

に基づき、要介護と認定された者が入所することにより、その有する能力に応じ自

立した日常生活を営むことができるよう支援するとともに、その者の居宅における

生活への復帰を目指すことを目的とする。 

（運営方針） 

第２条 施設サービスは、入所者の意思及び人格を尊重し、常に入所者の立場に立っ

て行うものとする。 

２ 施設サービスは、明るく家庭的な雰囲気を有し、地域と家庭との結びつきを重視

して行うよう努めるものとする。 

３ 施設サービスは、居宅介護支援事業者、居宅サービス事業者、他の介護保険施設

及びその他の保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者との密接な連携を行

うよう努めるものとする。 

４ 施設サービスは、目的達成のため職員の熱意と資質の向上を図るよう努めるもの

とする。 

（事業所の名称等） 

第３条 事業所の名称及び所在地は次のとおりとする。 

（１）名称  箕面市立介護老人保健施設 

（２）所在地  箕面市萱野五丁目８番２号 

（入所者の定員） 

第４条 施設サービスを提供するための入所定員は、１００人とする。 

（職員の区分と定数） 

第５条 施設サービスを提供するため、次に掲げる職員を置く。 

（１） 施設管理者（医師）１人 

（２） 薬剤師 ０．２人 

（３） 看護職員 １０人 

（４）  介護職員 ２４人 

（５） 介護支援専門員 ６人（介護職員が兼務） 

（６） 理学療法士 ０．５人 

（７） 作業療法士 ０．５人 

（８） 支援相談員 １人 

（９） 管理栄養士 １人 
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（１０） 事務職 実情に応じた適当数（調理業務は、委託とする。） 

（職員の職務内容） 

第６条 職員の職務内容は、次のとおりとする。 

（１） 施設管理者（医師） 

施設サービス業務を統括するとともに、入所者の健康管理及び医療の措

置を講じる。 

（２） 薬剤師 

施設管理者の指示のもとに、薬剤管理及び服薬指導を行う。 

（３） 看護・介護職員 

      施設管理者の指示のもとに、看護職員は、入所者の保健衛生・看護業務

を行い、介護職員は、入所者の日常生活全般にわたる介護業務を行う。 

（４） 理学療法士・作業療法士 

施設管理者の指示のもとに、施設サービス計画に基づき、入所者に対し

機能訓練及び生活指導等の業務を行う。 

（５） 介護支援専門員 

入所者の施設サービス計画の作成を行う。 

（６） 支援相談員 

施設管理者の指示のもとに、入所者に対し次に掲げる支援相談の業務を

行う。 

ア 入所者及びその家族の相談業務 

イ 入所者の生活・行動プログラムの作成とその相談支援業務 

ウ 入所者に対してのレクリェーションの計画・支援業務 

エ 関係機関との連携業務 

オ ボランティアとの連携・支援業務 

（７） 管理栄養士 

施設管理者の指示のもとに、入所者等の食事献立に関すること及び入所

者に対し栄養指導並びに栄養管理業務を行う。 

（８） 事務職 

施設管理者の指示のもとに、事業の運営事務及び施設の維持管理業務を

行う。 

（利用者の資格） 

第７条 施設サービスを受けることができる者は、次の各号のいずれかに該当する者

とする。 

（１） 法の規定による施設サービスに係る施設介護サービス費の支給に係る者 

（２） 法の規定による施設サービスに係る特例施設介護サービス費の支給に係る

者 
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（３） 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第３４条の２第２項の規定によ

る施設介護（法第８条第２５項に規定する施設サービスに限る。）に係る介

護扶助に係る者 

（入所利用申込及び判定） 

第８条 入所により施設サービスを受けようとする者は、利用申込書、利用者負担及

び情報提供にかかる同意書を施設管理者に提出し、施設入所利用契約書（重要事項

説明書）を締結するとともに、法に規定する被保険者証を提示しなければならない。 

２ 前項の利用申込書には、主治の医師の診療情報提供書を添付しなければならない。

ただし、施設管理者が必要でないと認める場合は、この限りでない。 

３ 施設管理者は、医師、看護・介護職員、理学療法士、作業療法士、支援相談員等

を代表するもので構成する入所判定会議において、提出された利用申込書及び利用

申込者の心身の状況並びにそのおかれている環境に照らし、施設サービスの提供が

適切であるかどうかを協議しなければならない。 

４ 前項により施設サービスの提供が適切であると認めた場合は、「利用判定結果の

お知らせ」を利用申込者に交付しなければならない。 

５ 施設管理者は、医師、看護・介護職員、理学療法士、作業療法士、支援相談員等

を代表するもので構成する退所判定会議において、入所者の心身の状況、病状、そ

の置かれている環境等に照らし、居宅において日常生活を営むことができるかどう

かを３か月ごとに検討しなければならない。 

（施設サービスの内容） 

第９条 施設管理者は、入所者に対し次の各号に掲げる内容の施設サービスを行うも

のとする。 

（１） 施設サービスは、認定された介護度、本人・家族の意思及び施設の医師等

の専門職の意見により、担当介護支援専門員に施設サービス計画を作成させ、

その計画に基づき行うこと。 

（２） 施設サービスは、常に入所者の健康保持と快適な療養のための適切な措置

を講じ、これに関する記録を保存すること。 

（３） 病状の悪化した入所者については、協力病院との連携のもとに速やかな措

置を講ずるともに、家族等に対して速やかに報告を行うこと。 

（４） 入所者の食事は、栄養及び入所者の身体の状況、病状並びに嗜好を考慮し

たものとすること。 

（５） 食事を提供する時間は、特別な理由がない限り、朝食は午前８時、昼食は

正午、夕食は午後６時以降とすること。 

（６） 入浴は、週２回以上とすること。 

（７）  入所者に対しては、褥瘡が発生しないよう適切な介護に努めるとともに、

褥瘡対策指針を定め、その発生を防止すること。 
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（８） 入所者又は他の入所者等の生命並びに身体を保護するため緊急やむを得な

い場合を除き、身体的拘束その他入所者の行動を制限する行為を行わないこ

と。ただし、やむを得ず身体的拘束その他入所者の行動を制限する行為を行

った場合は、その内容を診療録等に記録すること。 

（入所者の留意事項） 

第１０条 入所者は、次に掲げる事項を守らなければならない。 

（１）来訪者は、面会時間を遵守し、その都度職員に届け出ること。 

（２）外出外泊を活用し、退所後の生活体験に努めること。また、外泊・外出の行

き先と帰宅時間は、職員に届け出ること。 

（３）入所中・外泊時の医療機関への受診は、原則禁止とする。 

（４）施設内の居室や設備、器具は、本来の用法にしたがって利用すること。 

（５）施設内は、全面禁煙とする。 

（６）飲酒は、原則禁止とする。 

（７）他の入所者をはじめ他人への迷惑行為はしないこと。 

（８）所持品の管理は、利用者又は扶養者が行うこと。 

（９）現金、貴重品は、施設へ持ち込まないこと。 

（１０）宗教活動、政治活動、営利行為は、禁止とする。 

（１１）ペットの持ち込みは、原則禁止とする。 

（１２）団体生活の秩序を守り、相互の和に努めること。 

（１３）所定の場所以外において火気を使用しないこと。 

（１４）その他職員の指示に従うこと。 

（退 所） 

第１１条 施設サービスを受けている者が、次の各号に該当する場合は退所とする。 

（１） 入所者又はその家族が退所を決めたとき。 

（２） 入所者が要介護認定において自立又は要支援等と判定されたとき。 

（３） 第８条第５項において退所が可能と判断されたとき。 

（４） 入所者の病状、心身の状態が著しく悪化し、適切な施設サービスの提供が

困難と判断されたとき。 

（５） 入所者又はその家族が負担すべき利用料金を支払い期日から３か月以上遅

延し、更に支払いの督促から３０日以内に支払がないとき。 

（６） 入所者が前条に掲げる留意事項をまもらないとき。 

（７） その他やむを得ない事情により施設使用が困難な状況となったとき。 

（利用料金） 

第１２条 施設サービスに係る利用料金は、次の各号に定める額とする。 

（１） 法第４８条第２項に規定する厚生労働大臣が定める基準により算定した費

用の額 
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（２） 法第４９条第２項に規定する厚生労働大臣が定める基準により算定した費

用の額 

（３） 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第３４条の２第２項の規定によ

る施設介護（法第８条第２５項に規定する施設サービスに限る。）の委託に

係る額に相当する額 

（４） 法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第７９条に規定する日常生活

に要する費用について、別紙料金表に定める額 

（５） 居住費、食費及び特別な室料について、別紙料金表に定める額 

（６）  居住費、食費において、市町村が発行した「介護保険負担限度額認定証」

を提示された場合は、その負担限度額に相当する額 

（７） 第４号及び第５号に定める額について、経済状況の著しい変化その他やむ

を得ない事由がある場合、入所者に対して変更を行う日の１ヶ月前までに説

明を行い、当該費用額を相当額に変更することができる。 

（利用料金の徴収） 

第１３条 施設サービスに係る利用料金の利用者からの徴収は、次の各号に定める額

とする。 

（１） 前条第１号及び第２号で定める額の１００分の１０に相当する額 

（２） 前条第４号、第５号及び第６号で定める額に相当する額 

２ 前項各号で定める利用料金は、次の各号のいずれかの方法により各々から徴収す

る。 

（１） 現金による徴収 

（２） 指定管理者の指定銀行への振込みによる徴収 

（３） 利用者の口座からの自動引き落としによる徴収 

３ 前項による徴収にあたっては、内容の明細を付した所定の請求書を発行し、受領

したときは所定の領収書を発行すること。ただし、前項第２号及び第３号による徴

収の場合は、銀行振込み依頼書及び口座振替依頼書控えをもって領収書に替えるも

のとする。 

（掲 示） 

第１４条 施設管理者は、施設の見やすい場所に、運営規程の概要、職員の勤務体制、

協力病院及び利用料等の重要事項を掲示すること。 

（苦情処理） 

第１５条 施設管理者は、施設サービスの提供に係る利用者からの苦情に迅速かつ適

切に対応するために、必要な措置を講じるものとする。 

２ 施設管理者は、提供した施設サービスに関し、法第２３条の規定により、市町村

が行う質問若しくは照会に応じ、及び市町村が行う調査に協力するとともに、市町

村から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行う
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ものとする。 

３ 施設管理者は、提供した施設サービスに係る利用者からの苦情に関して国民健康

保険団体連合会の調査に協力するとともに、国民健康保険団体連合会の指導又は助

言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行うものとする。 

（非常災害の対策） 

第１６条 施設管理者は、非常災害の対策として、次の各号に掲げる事項を行わなけ

ればならない。 

（１） 消火器、消火用水等の消火設備、非常口等の避難設備及び非常ベル等の警

報設備を常に整備しておくこと。 

（２） 防災避難計画を立て、避難・救出及び防災訓練を年２回以上実施するとと

もに、内１回は夜間又は夜間を想定したものとし、所轄消防署との緊密な連

絡を図ること。 

（備え付け帳簿） 

第１７条 施設管理者は、次の帳簿を備え付け、その完結の日から２年間保存しなけ

ればならない。 

（１） 管理に関する記録 

ア 職員の勤務状況・研修等に関する記録 

イ 月間及び年間の事業計画並びに事業実施状況 

（２） 入所及び退所に関する記録 

ア 重要事項説明の同意書 

イ 相談記録 

ウ 利用申込書 

エ 承諾書 

オ 入所及び退所判定会議録 

（３） 施設サービス提供に関する記録 

ア 施設サービス計画 

イ 療養日誌 

ウ 食事の提供に関する記録 

エ ボランティアに関する記録 

オ レクリェーションに関する記録 

カ その他施設サービス提供に関する記録 

（４） 会計・経理に関するもの 

ア 利用料の請求及び徴収に関する書類 

イ その他証拠書類 

（情報開示） 

第１８条 施設管理者は、前条の規定により収集した個人情報を利用者又はその家族
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等からの開示請求に対しては、箕面市社会福祉協議会個人情報保護規程により適切

な措置を講じなければならない。 

（秘密の保持） 

第１９条 事業所の職員は、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者又はその家

族等の秘密を漏らしてはならない。又、その職を離れた後も同様とする。 

（事故発生の防止及び発生時の対応） 

第２０条 施設管理者は、安全かつ適切に、質の高い介護・医療サービスを提供する

ために、事故発生の防止のための指針を定め、介護・医療事故を防止するための体

制を整備する。又、サービス提供等に事故が発生した場合、施設管理者は、利用者

及び市町村に対し必要な措置を行う。 

２ 事業所の医師の医学的判断により、専門的な医学的対応が必要と判断した場合、

協力医療機関又は他の専門的機関での診療を依頼する。 

（衛生管理） 

第２１条 入所者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、

衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講ずるとともに、医薬品及び医療用

具の管理を適正に行う。 

２ 感染症が発生し又は蔓延しないように、感染症及び食中毒の予防並びに蔓延の防

止のための指針を定め、必要な措置を講ずるための体制を整備する。 

３ 栄養士、調理師等厨房勤務者は、毎月１回、検便を行わなければならない。 

４ 定期的に鼠族、昆虫の駆除を行う。 

（虐待の防止等） 

第２２条 施設は、入所者の人権の擁護・虐待の防止等のため次の措置を講ずるもの

とする。 

（１）虐待を防止するための従事者に対する研修の実施 

（２）入所及びその家族からの虐待等に関する苦情処理体制の整備 

（３）その他虐待防止のために必要な措置 

２ 施設は、サービス提供中に、当該施設又は養護者（入所の家族等高齢者を現に擁 

護する者）による虐待を受けたと思われる入所者を発見した場合は、速やかに、これ

を市町村に通報するものとする。 

（その他） 

第２３条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、指定管理者が別に定める。 

 

附 則 

１ この規程は、平成１２年４月１日から施行する。 

２ 箕面市立老人保健施設管理規程は廃止する。 

附 則 
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この規程は、平成１３年１月６日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成１３年６月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成１６年４月２３日から施行し、平成１６年４月１日に遡及し適用

する。 

附 則    

この規程は、平成１７年１０月１日から施行する。 

附 則    

この規程は、平成１８年７月１日から施行し、平成１８年４月１日に遡及し適用す

る。 

附 則    

この規程は、平成２１年３月１８日から施行する。 

附 則    

この規程は、平成２２年１２月１日から施行する。 

     附 則 

  この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

     附 則 

  この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

     附 則 

  この規程は、令和元年１０月１日から施行する。（介護報酬改定に伴う形式的変更

のみ） 

     附 則 

  この規程は、令和４年１月１日から施行する。 

     附 則 

  この規程は、令和４年１０月１日から施行する。 

 


